(特別管理)産業廃棄物処理業 優良基準適合性審査　提出書類確認表

※詳細は「廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則」及び「優良産廃処理業者認定制度運用マニュアル」のとおり。
	
	書　類
	CHECK

	1
	遵法性に係る基準に適合することを誓約する書面（誓約書様式）

※誓約の期間：
（１）許可の更新期限の到来による更新の場合
→従前の許可の有効期間（５年又は７年）
（２）許可の更新期限の到来を待たずした更新の場合
→従前の許可の有効期間又は当該有効期間を含む連続する５年間のいずれか長い期間
	

	2
	事業の透明性に係る基準に適合することを証する書類 (公表を要する事項は別表１) 
	

	
	(公財)産業廃棄物処理振興財団が発行する、事業の透明性に係る基準への適合についての証明書又は以下を明らかにする書類（ホームページの該当部分をプリントアウトしたもの等）
インターネットを利用する方法により必要な情報が６ヶ月間（優良認定を受けている者は従前の優良認定を受けた日から更新申請日までの期間）公表され、所定の頻度で更新されていること。
	

	3
	環境配慮の取組に係る基準に適合することを証する書類（ISO14001、エコアクション21、エコアクション21と相互認証されている認証制度(KEMS等)の認証書の写し）
	

	4
	電子マニフェストに係る基準に適合することを証する書類（電子マニフェストシステム(JWNET)加入証の写し等。電子マニフェストが利用可能であること。）
	

	5
	税・保険料の納付に係る基準に適合することを証する書類
	

	
	税・保険料を滞納していないことを証する書類(証明書の写しを提出する場合は要原本確認)
①法人税・消費税・地方消費税：税務署長が交付する「未納の税額がないことの証明書」等※
②県民税・事業税・不動産取得税：県税事務所が交付する「未納の税額がないことの証明書」等※
③市民税・事業所税・固定資産税・都市計画税：市長が交付する「滞納がないことの証明書」等※
④社会保険料：年金事務所長等が発行する過去2年間の社会保険料納入確認書等

⑤労働保険料：地方労働局長等が発行する過去3年間の労働保険料納入証明書等
※納税証明書を提出する場合、①～③は、納税証明を請求する日の3年前の日が属する会計年度以降の納税証明書が必要。未納又は滞納がないことの証明書を提出する場合、各年度の証明書は不要。
　例）令和4年8月1日に納税証明を請求する場合は、令和元年度以降の納税証明書が必要。
	


別表１　
※(公財)産業廃棄物処理振興財団が発行する、事業の透明性に係る基準への適合についての証明書を提出する場合は、以下の公表を明らかにする個別の書類を提出する必要はありません。
	公表事項
	更新頻度
	収集運搬
	処分

	①－1 【法人の場合】法人に関する基礎情報
	変更の都度

※(5)は1年に1回以上
	
	

	
	(1)名称、(2)事務所又は事業場の所在地、(3)設立年月日、(4)資本金又は出資金、(5)代表者・役員・政令使用人の氏名及び就任年月日、(6)事業の内容（他の許可含む）
（(1)、(4)又は(6)を変更した場合にあっては、当該変更に係る履歴を含む。）
	
	
	

	①－2 【個人の場合】個人に関する基礎情報
	変更の都度
	
	

	
	氏名、住所及び事業の内容（事業の内容を変更した場合にあっては、当該変更に係る履歴を含む。）
	
	
	

	② 事業計画の概要（他の許可含む）
	変更の都度
	
	

	
	事業の全体計画、収集運搬・処分する産業廃棄物の運搬量・処分量、収集運搬・処分業務の具体的な計画、環境保全措置の概要等
	
	
	

	③ 申請者が受けている(特別管理)産業廃棄物処理業の許可証の写し（他自治体分も含め全て）
	変更の都度
	
	

	④－1 産業廃棄物運搬施設に関する事項（他自治体分を含む）
	変更の都度
※(1)は1年に1回以上
	
	

	
	(1)運搬施設の種類※及び数量、(2)運搬車に係る低公害車の導入状況、(3)積替え保管を行う場合には、積替え保管の場所ごとの所在地、面積、積替え保管を行う産業廃棄物の種類（当該産業廃棄物に石綿含有産業廃棄物、水銀使用製品産業廃棄物又は水銀含有ばいじん等が含まれる場合は、その旨を含む。特別管理産業廃棄物の種類を含む。）及び積替えのための保管上限
※運搬車の種類については、車両形式や規模・能力等を記載。
	
	
	

	④－2 産業廃棄物処理施設に関する事項（他自治体分も含め全ての許可施設・届出施設）
	変更の都度
	
	

	
	(1)設置場所、(2)設置年月日、(3)当該施設の種類、(4)当該施設において処理する産業廃棄物の種類（当該産業廃棄物に石綿含有産業廃棄物、水銀使用製品産業廃棄物又は水銀含有ばいじん等が含まれる場合は、その旨を含む。特別管理産業廃棄物の種類を含む。）、(5)処理能力（当該施設が産業廃棄物の最終処分場である場合にあっては、埋立地の面積及び埋立容量）、(6)処理方式、(7)構造及び設備の概要、(8)当該施設について産業廃棄物処理施設の設置の許可（みなし許可除く）を受けている場合には、許可証の写し
	
	
	

	⑤ 事業場ごとの(特別管理)産業廃棄物の処理工程図
	変更の都度
	
	

	
	処理工程図には、廃棄物の受入れから処理完了までの工程、排ガス・排水・残渣物を処理し事業場外へ排出する工程等を全て記載する。また、特別管理産業廃棄物の処理を行なっている事業場については、当該特別管理産業廃棄物の処理工程図も記載する。
	
	
	

	⑥ 直前１年間の(特別管理)産業廃棄物の一連の処理の行程
	1年に1回
以上
	
	

	
	情報公表日の属する月の前々月までの１年間（直前１年間）において事業者から引渡しを受けた産業廃棄物の最終処分が終了するまでの一連の処理の行程（次の(1)～(5)の事項、石綿含有産業廃棄物、水銀使用製品産業廃棄物又は水銀含有ばいじん等に係る事項含む）。

なお、最終処分が終了するまでの一連の処理の行程はマテリアルフロー図の形式で公表する必要がある。

(1)当該産業廃棄物の種類ごとの受入量、(2)当該産業廃棄物の処分方法ごとの処分量、(3)情報公表日の属する月の前々月の末日における当該産業廃棄物の保管量、(4)当該産業廃棄物の処分後の産業廃棄物の持出先ごとの持出量及び当該持出先における当該産業廃棄物の処分方法、(5)当該産業廃棄物を再生することにより得た物の持出先ごとの持出量及び当該持出先における当該物の利用方法
	
	
	

	⑦－1 直前3年間の(特別管理)産業廃棄物の受入量、運搬量
	1年に1回
以上
	
	

	
	情報公表日の属する月の前々月までの3年間(直前3年間)の各月において事業者から引渡しを受けた(特別管理)産業廃棄物に関する次の事項（石綿含有産業廃棄物、水銀使用製品産業廃棄物又は水銀含有ばいじん等に係る事項含む）。

(1)当該産業廃棄物の種類ごとの受入量、(2)当該産業廃棄物の種類ごと及び運搬方法※ごとの運搬量
※運搬方法については、運搬車、運搬船、鉄道等に分類。
	
	
	

	⑦－2 直前3年間の(特別管理)産業廃棄物の受入量、処分量
	1年に1回
以上
	
	

	
	情報公表日の属する月の前々月までの3年間(直前3年間)の各月において事業者から引渡しを受けた(特別管理)産業廃棄物に関する次の事項（石綿含有産業廃棄物、水銀使用製品産業廃棄物又は水銀含有ばいじん等に係る事項含む）。
(1)当該産業廃棄物の種類ごとの受入量、(2)当該産業廃棄物の種類ごと及び処分方法ごとの処分量、(3)当該産業廃棄物の処分後の産業廃棄物の持出先ごと及び処分方法ごとの処分量
	
	
	

	⑧ 直前3年間の産業廃棄物処理施設の維持管理状況
	1年に1回
以上
	
	

	
	情報公表日の属する月の前々月までの3年間(直前3年間)の事業の用に供する産業廃棄物処理施設の維持管理の状況に関する情報（焼却施設、廃石綿等溶融施設、PCB処理施設、最終処分場に係るもの）

対象施設(抜粋)の公表事項を以下に示す。

(1)焼却施設

・冷却設備及び排ガス処理設備にたい積したばいじんの除去記録

・排ガス中の硫黄酸化物、ばいじん、塩化水素及び窒素酸化物並びにダイオキシン類の濃度の測定記録

(6)安定型最終処分場

・擁壁等の点検記録 ・残余容量の測定結果 ・展開検査記録

・地下水又は浸透水の水質検査記録　・地下水又は浸透水の水質悪化が認められた場合に講じた措置の記録

(7)管理型最終処分場

・擁壁等の点検記録　・遮水工の点検記録　・地下水等又は放流水の水質検査記録　・地下水等の水質悪化が認められた場合に講じた措置の記録　・調整池の点検記録　・浸出液処理設備の点検記録

・防凍のための措置の点検記録(凍結による損壊のおそれのある部分が無い場合は、その旨)　・残余容量の測定結果
	
	
	

	⑨ 直前3年間の焼却施設における熱回収実績
	1年に1回
以上
	
	

	
	情報公表日の属する月の前々月までの3年間(直前3年間)の各月における事業の用に供する(特別管理)産業廃棄物の焼却施設ごとの熱回収により得られた熱量(当該熱の全部又は一部を電気に変換した場合にあっては、当該電気の量及び当該熱量から電気に変換された熱量を減じて得た熱量)及び当該焼却施設において熱回収がされた産業廃棄物の量（※熱回収をしていない場合、焼却施設で熱利用、発電を行なっていない旨を記載する。）
	
	
	

	⑩ 直近3事業年度分の財務諸表（申請者が法人である場合）
	少なくとも定時株主総会で承認を受け、または報告された都度
	
	

	
	情報公表日において作成されている直近3年の各事業年度における貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表
	
	
	

	⑪ 処理料金の提示方法
	変更の都度
	
	

	
	事業者がその(特別管理)産業廃棄物の処分を申請者に委託するに当たって支払う料金を提示する方法
	
	
	

	⑫ 業務を所掌する組織及び人員配置
	変更の都度(人員配置については1年に1回以上)
	
	

	
	組織は部門単位の社内組織図。人員配置は部門ごとの人員配置（人員は、正社員のみの数か、派遣社員・アルバイト等を含む数かを明示する）
	
	
	

	⑬
	処分後の産業廃棄物の持出先の開示の可否に関する事項
	変更の都度
	
	

	
	事業者がその(特別管理)産業廃棄物の処分を申請者に委託するに先立って、当該廃棄物の処分後の持出先として予定している者の氏名又は名称及び住所を開示することの可否
	
	
	

	⑭ 事業場の公開の有無・公開頻度
	変更の都度
	
	

	
	事業の実施に関し生活環境の保全上利害関係を有する者（事業場の周辺地域に居住する住民など）に対する事業場の公開の有無及び公開している場合にあっては公開の頻度

※事業場を公開していない場合は、「事業場を公開していない」旨を記載。
	
	
	


